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日本は温室効果ガス排出量の9割を占めるCO2について2030年度までに2013年度比▲46%の
削減を目指している。

国名 中期的CO2削減目標 長期的CO2削減目標

日本 2030年度までに2013年度比▲46%

2050年までに
カーボンニュートラル

米国 2030年までに2005年比▲50%以上削減

EU 2030年までに1990年比▲55%

韓国 2030年までに2018年比▲40%削減

中国
2030年までに2005年比でGDP当たりの二酸化炭
素排出を65%以上削減

2060年までに
カーボンニュートラル

KOBELCOヒートポンプを取り巻く外部環境変化①
◆パリ協定
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①－１ヒートポンプの仕組み
◆長期エネルギー需給見通し

1350, 22%

1350, 22%

1200, 19%

2300, 37%

2030年度省エネ量

(最終エネルギー消費削減）目標値

産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門

各部門の省エネ
対策による削減
量計6,200万kl

単位：万kl

※出典：令和3年9月 資源エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」
※最終エネルギー消費：発電所等で作り出せた時点でのエネルギー量ではなく、工場やオフィス、運搬や家庭で実際に消費されたエネルギー

【産業部門 具体策】 【業務部門 具体策】

下図の通り、2030年度までに最終エネルギー消費で6,200万kl（2030年度日本の想定最終エネルギー消費全体の
22%削減）が目標とされ、産業部門、業務部門における省エネ具体策としてヒートポンプの活用が大々的に謳われて
います。
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ホームページからの問合せ件数推移

3

2022年度の当社ホームページ経由でのヒートポンプに関する問い合わせ件数は4年前の2018年と比較
し、ほぼ倍増しており、その多くが産業系（工場系）のお客様からの問合せです。
脱炭素の流れを受けた各企業様のヒートポンプに対する関心度の高さが伺えます。

脱炭素への高い関心度
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下記の通り、カーボンプライシング、環境投資基準の見直し、CO2削減活動について各企業は様々な取り組みを行っ
ており、今後も同様の取り組みが多くの企業で展開されると思われます。

施策 企業 対策内容

カーボンプライシング

某自動車メーカー
CO2削減量について、トン当たり1万円の値付けを行い、CO2削減
投資に対する社内投資回収基準を緩和

某鉄鋼メーカー
CO2削減量について、トン当たり5千円の値付けを行い、CO2削減
投資に対する社内投資回収基準を緩和

環境投資基準見直し

某食品メーカー
昨今の脱炭素の流れを受け、CO2削減投資については社内投資
回収基準を設けない方向で調整中

某飲料メーカー
経済投資基準は6年であったものの、昨今の脱炭素の流れを受け、
環境投資については6年以上でも許容するよう社内基準を見直し

某化学メーカー
社内投資回収基準年数は5年以下であったものの、CO2削減活動
活発化を狙い、当該基準を8年以下に見直し

CO2削減

某自動車メーカー
2021年度CO2排出量について、サプライチェーンに対し、前年度比
▲3%を要請

某小売業 サプライチェーン全体で2030年CO2排出量0を目標に活動を展開

某建築メーカー 自社中小オフィスのZEB化※1・PEB化※2を実施

※1:ネット・ゼロ・エネルギー・ビル：建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物
※2：プラス・エネルギー・ビル：ZEBの更に一歩先を行く、エネルギー消費量を創エネルギー量が上回る建物
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